
４．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート
（１）健康づくり、保険事業へのサポート

区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

①県から
市町村に
対する直
接助成

国民健康保険特定
健康診査・特定保
健指導負担金事業

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき市町村国保が実施する特
定健康診査等に対する負担金
　スキーム：国1/3（直接補助） 県1/3　市町村（国保）1/3
　助成対象：全市町村（国保）

　県予算額：162,000千円

市町村 奈良県
健康福祉部
保険指導課

①県から
市町村に
対する直
接助成

健康増進普及推進
事業

健康増進法に基づき、市町村が実施する保健事業に対する助成
　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3（一部国10/10）
　助成対象：全市町村

　県予算額：46,469千円

市町村 奈良県
健康福祉部
健康づくり
推進課

①県から
市町村に
対する直
接助成 健康寿命を延長す

る取組推進モデル
事業

なら健康長寿基本計画の最終目標である健康寿命日本一を目指すた
め、健康寿命延長に寄与する健康行動の効果的な普及対策につい
て、モデル市町村に委託して実施し、県内全域へ普及
　スキーム：県10/10
　委託対象：天理市、桜井市、五條市、御所市、葛城市
　　　　　　川西町、王寺町、広陵町、下市町

　県予算額：27,131千円

市町村 奈良県
健康福祉部
健康づくり
推進課

①県から
市町村に
対する直
接助成

在宅医療連携体制
構築事業

包括的かつ継続的な在宅医療を提供するため、市町村等が行う在宅
医療と介護の連携を進めるための取組に対し補助
　スキーム：県10/10（国2/3　県1/3）
  助成対象：市町村、地区医師会

　県予算額：58,800千円

市町村 奈良県
医療政策部
地域医療連
携課

①県から
市町村に
対する直
接助成

自殺対策強化事業
（自殺対策強化補
助金）

自殺対策に自主的に取り組む市町村等の活動を支援
　スキーム：県10/10（国10/10）等
  助成対象：全市町村

　県予算額：16,314千円[26年度2月補正]

市町村 奈良県
医療政策部
保健予防課

③県庁力
によるサ
ポート

がん検診推進事業

がん検診の精度管理及び医師・担当者の資質向上を図るため、がん
検診に関する知識・技術を習得するための研修会を実施
　支援内容：がん検診従事者講習会　実施回数年17回
　支援対象：全市町村

　県予算額：1,061千円

市町村 奈良県
健康福祉部
健康づくり
推進課

③県庁力
によるサ
ポート がん予防推進員養

成事業

がんに関する知識及びがん検診の必要性を理解し、地域で受診を促
すがん予防推進員を養成する
　支援内容：がん予防推進員養成講座
　支援対象：モデル市町村

　県予算額：762千円

市町村 奈良県
健康福祉部
健康づくり
推進課

③県庁力
によるサ
ポート 特定保健指導等評

価分析活用事業

市町村が効果的に特定保健指導を実施することができるよう支援
　支援内容：特定保健指導の充実のための市町村研修会
　支援対象：全市町村

　県予算額：221千円

市町村 奈良県
健康福祉部
健康づくり
推進課

③県庁力
によるサ
ポート

画策定推進事業

健康・医療情報を活用した保健事業の実施計画（データヘルス計
画）が策定できるよう支援
　①支援内容：データヘルス計画策定推進研修会
　　支援対象：全市町村
　②支援内容：市町村ヒアリング
　　支援対象：２０市町村

　県予算額：279千円

市町村 奈良県
健康福祉部
健康づくり
推進課

③県庁力
によるサ
ポート

ン市町村設置促進
事業

健康ステーションを県内市町村に普及させるため、健康ステーショ
ンの設置のための支援を行う
　①支援内容：市町村向け研修会
　　支援対象：全市町村
　②アドバイザー派遣
　　支援対象：健康ステーション設置に意欲的な3市町村

　県予算額：1,050千円

市町村 奈良県
健康福祉部
健康づくり
推進課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

③県庁力
によるサ
ポート 自殺対策強化事業

（自殺予防対策研
修事業）

市町村職員に対する自殺予防に関する研修や自殺予防に関する基礎
知識や面接技法の研修を実施
　　支援内容：専門家による講演、演習
　　　　　　　実施回数　年2回　　募集人員  各回50名
　　支援対象：全市町村

  　県予算額：714千円[26年度2月補正]

市町村 奈良県
医療政策部
保健予防課

③県庁力
によるサ
ポート

自殺対策強化事業
（紀伊半島大水害
被災者対策事業）

紀伊半島大水害の被災地へ臨床心理士を派遣し、継続的なこころの
ケアを実施
　支援対象：五條市・吉野郡の被災地

　県予算額：1,002千円[26年度2月補正]

市町村 奈良県
医療政策部
保健予防課

③県庁力
によるサ
ポート

自殺対策強化事業
（自殺予防地域連
携強化事業）

市町村にスーパーバイザーとして臨床心理士等を派遣
　支援対象：全市町村

　県予算額：100千円[26年度2月補正]

市町村 奈良県
医療政策部
保健予防課

③県庁力
によるサ
ポート

総合型地域スポー
ツクラブ育成・充
実事業等

地域住民が主体的に運営する総合型地域スポーツクラブの普及とそ
の活動の充実を図るため、奈良県スポーツ支援センターによる支援
を実施
　支援内容：クラブ創設の支援
　　　　　　指導者、クラブマネージャー等の人材育成
　　　　　　クラブアドバイザーの設置（巡回指導訪問等）
　　　　　　クラブ相互間の交流イベントの実施
　　　　　　クラブ普及のための広報　ほか

　県予算額：6,623千円

市町村、地
域団体等

奈良県

くらし創造
部
スポーツ振
興課

④国から
の助成

がん検診推進事業

市町村が実施する大腸がん検診において、特定の年齢に達した方に
対して、がん検診の受診促進を図るため、事業に要する費用の一部
を助成
　スキーム：国1/2　市町村1/2

市町村
厚生労働
省

健康福祉部
健康づくり
推進課

④国から
の助成 に入ったがん検診

の総合支援事業
・働く世代の女性
支援のためのがん
検診未受診者対策
緊急支援事業

市町村が実施する子宮頸がん及び乳がん検診において、特定の年齢
の者に個別に受診勧奨を行うとともに、がん検診推進事業でH25年度
にクーポン券の配布を受けたが未受診者である者に対して、がん検
診の受診促進を図るため、事業に要する費用の一部を助成
　スキーム：国1/2　市町村1/2

市町村
厚生労働
省

健康福祉部
健康づくり
推進課

④国から
の助成 学校施設環境改善

交付金
（スポーツ施設
（社会体育施設）
整備事業）

スポーツ施設（社会体育施設）の整備を促進し、スポーツの円滑な
実施及び振興に寄与するため、地域水泳プール新改築等に対し交付
金を交付
　スキーム：1/3ほか

市町村
文部科学
省

くらし創造
部
スポーツ振
興課

⑤公的団
体からの
助成 地域医療機関と住

民の連帯推進事業

健やかな地域社会づくりを推進することを目的とした、地域医療機
関と住民とが協力して企画・実施する健康づくり推進事業等への助
成
　助成金額：2,000千円（上限）
　助成割合：10/10

県、市町村
(公財)地
域社会振
興財団

地域振興部
市町村振興
課

⑤公的団
体からの
助成

スポーツ振興くじ
助成金

スポーツ振興くじ（toto）の収益をもとに、地方公共団体及びス
ポーツ団体が行う、スポーツの振興を目的とした一定事業に対し助
成
　助成区分：地域スポーツ施設整備
　　　　　　総合型地域スポーツクラブ活動
　　　　　　地方公共団体スポーツ活動
　　　　　　スポーツ団体スポーツ活動助成　ほか
　助成割合：4/5他

市町村他

(独)日本
スポーツ
振興セン
ター

くらし創造
部
スポーツ振
興課

⑤公的団
体からの
助成 宝くじスポーツ

フェア開催事業

宝くじの社会貢献広報の一環である「宝くじスポーツフェア」の開
催経費を助成
　助成内容：はつらつママさんバレーボール、ドリームベース
　　　　　　ボール、ドリームサッカーに係る開催経費
　助成割合：10/10

市町村
(一財)自
治総合セ
ンター

くらし創造
部
スポーツ振
興課

⑥アドバ
イス・相
談 県・市町村スポー

ツ推進協議会

「奈良県スポーツ推進計画」に基づき、県と市町村の連携を強化す
るとともに、本県におけるスポーツ振興行政のさらなる活性化を図
るため、協議会を設置
　協議内容：スポーツイベントの効果的な連携策
　　　　　　スポーツ施設の効果的な活用方法　ほか

－ 奈良県

くらし創造
部
スポーツ推
進課
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４．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート
（２）地域医療へのサポート

区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

①県から
市町村に
対する直
接助成

国民健康保険保健
施設整備費助成事
業

国保直営診療所、施設、設備整備事業に対し助成
　スキーム：国1/2市町村（国保）1/2
　助成対象：曽爾村、天川村、十津川村、宇陀市（国保）

　県予算額：18,198千円

市町村 奈良県
健康福祉部
保険指導課

①県から
市町村に
対する直
接助成 へき地診療所医師

確保支援事業

へき地診療所に勤務する医師人件費に対する助成
　スキーム：県1/2　市町村1/2
　助成内容：補助基準額＝対象額－控除額（13,000千円）
  　        補助限度額　2,400千円
　助成対象：宇陀市、山添村、天川村、十津川村、川上村

　県予算額：8,391千円

市町村 奈良県
医療政策部
地域医療連
携課

①県から
市町村に
対する直
接助成 へき地医療拠点病

院運営費補助事業

へき地診療所への代診医等の派遣、へき地医療従事者への研修等を
行う拠点病院に対する助成
　スキーム：県10/10（国1/2　県1/2）
　助成内容：人件費、旅費、需用費
　助成対象：県内拠点病院（奈良市）

　県予算額：2,340千円

市町村 奈良県
医療政策部
地域医療連
携課

①県から
市町村に
対する直
接助成 広域小児初期救急

支援事業

小児一次救急医療を広域的に担う橿原休日夜間応急診療所に対する
助成
　スキーム：県10/10
　助成内容：運営経費　4,000千円（定額）
　助成対象：橿原市

　県予算額：4,000千円

市町村 奈良県
医療政策部
地域医療連
携課

①県から
市町村に
対する直
接助成 小児救急輪番制参

加病院運営費補助
事業

小児救急輪番制参加病院の運営費に対する助成
　スキーム：県10/10（国2/3　県1/3）
　助成内容：人件費
　助成対象：小児救急輪番制参加病院（奈良市、大和高田市、大淀
　　　　　　町）

　県予算額：52,037千円

市町村、公
的・民間医
療機関

奈良県
医療政策部
地域医療連
携課

①県から
市町村に
対する直
接助成 産科医療体制支援

事業

分娩手当を支給する医療機関に対する助成
　スキーム：県1/3（国2/3　県1/3）　市町村2/3
　助成内容：手当支給額　補助基準額＝１分娩あたり10,000円
　助成対象：県内分娩取扱医療機関

　県予算額：18,667千円

市町村、公
的・民間医
療機関

奈良県
医療政策部
地域医療連
携課

①県から
市町村に
対する直
接助成 産婦人科病院群輪

番制運営事業

休日夜間における産婦人科一次救急患者に対応する医療機関に対す
る助成
　スキーム：県1/2　市町村1/2
　助成内容：人件費
　助成対象：産婦人科輪番制参加病院（奈良市）

　県予算額：14,243千円

市町村、公
的・民間医
療機関

奈良県
医療政策部
地域医療連
携課

①県から
市町村に
対する直
接助成

へき地診療所整備
事業

へき地診療所として利用するための施設整備に対する助成
　スキーム：国1/2　市1/2
　助成対象：五條市

　県予算額：6,969千円

市町村 奈良県
医療政策部
地域医療連
携課

①県から
市町村に
対する直
接助成

へき地歯科医療施
設整備事業

歯科診療所を再開するための施設・設備整備に対する助成
　スキーム：国2/4　県1/4　村1/4
　助成対象：野迫川村

　県予算額：8,764千円

市町村 奈良県
医療政策部
地域医療連
携課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

①県から
市町村に
対する直
接助成 働きやすい勤務形

態支援事業

勤務医が働きやすい病院づくりに取り組む病院に対する助成
　 スキーム：県1/2（国2/3　県1/3）　市町村1/2
 　助成内容：取組の運営に要する代替医師雇用に係る人件費
 　助成対象：県内医療機関

 　県予算額：5,731千円

市町村、公
的・民間医
療機関等

奈良県

医療政策部
医師・看護
師確保対策
室

①県から
市町村に
対する直
接助成 女性医師復職応援

事業

出産・育児等で医療現場を離れた女性医師のための復職研修を実施
する病院に対する助成
　 スキーム：県1/2（国2/3　県1/3）　市町村1/2
 　助成内容：病院での復職研修に要する費用
 　助成対象：県内医療機関

 　県予算額：1,296千円

市町村、公
的・民間医
療機関等

奈良県

医療政策部
医師・看護
師確保対策
室

①県から
市町村に
対する直
接助成 看護師キャリア

アップ支援補助事
業

認定看護師等の資格取得に要する経費に対する助成
　スキーム：定額
　助成内容：学費、交通費
　　      　補助基準額＝１人あたり1,000千円（上限）
　助成対象：県内医療機関

　県予算額：10,000千円

市町村、公
的・民間病
院

奈良県

医療政策部
医師・看護
師確保対策
室

①県から
市町村に
対する直
接助成 病院内保育所運営

費補助事業

院内保育施設を運営する病院に対する助成
 　スキーム：県1/3　市町村2/3
 　助成内容：人件費、保育加算額等
 　助成対象：県内医療機関

 　県予算額：9,280千円

市町村、公
的病院

奈良県

医療政策部
医師・看護
師確保対策
室

①県から
市町村に
対する直
接助成 新人看護職員卒後

研修事業

新人看護職員研修ガイドラインに沿って新人看護職員への研修を実
施する病院等に対する助成
　 スキーム：国2/6　県1/6　市町村1/2
 　助成内容：研修の実施に要する経費
 　助成対象：県内医療機関等

 　県予算額：16,093千円

市町村、公
的・民間病
院等

奈良県

医療政策部
医師・看護
師確保対策
室

①県から
市町村に
対する直
接助成

感染症予防対策事
業
（感染症予防事業
費県費負担金）

市町村が実施した消毒及びそ族昆虫の駆除等に係る経費に対する負
担金
　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3
　助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村）

　県予算額：180千円

市町村（奈
良市除く）

奈良県
医療政策部
保健予防課

①県から
市町村に
対する直
接助成

予防接種事業
（予防接種事故対
策費補助金）

市町村が負担する健康被害調査委員会の開催費用及び医療手当・障
害年金等に対する助成
　スキーム：国2/4　県1/4  市町村1/4
　助成対象：全市町村

　県予算額：24,531千円

市町村 奈良県
医療政策部
保健予防課

①県から
市町村に
対する直
接助成 がん診療連携推進

事業

がん診療連携拠点病院に対する助成
　スキーム：国1/2　県1/2
　助成内容：人件費、旅費、需用費等
　助成対象：県内拠点病院（奈良市）
　
　県予算額：68,000千円

市町村、公
的・民間病
院

奈良県
医療政策部
保健予防課

①県から
市町村に
対する直
接助成 がん医療提供体制

整備事業

中南和地域における高度ながん医療提供体制の整備を図るため、医
療機関の施設整備に対し補助
　スキーム：国2/6　県1/6　市3/6
　助成対象：大和高田市

　県予算額：121,302千円

市町村 奈良県
医療政策部
保健予防課

③県庁力
によるサ
ポート

一次救急体制整備
事業

体制が不十分な一次救急医療体制確立のため、具体的な対応策の検
討を支援
　参加予定：市町村、医師会、消防機関、県
　支援対象：全市町村

　県予算額：350千円

市町村 奈良県
医療政策部
地域医療連
携課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

③県庁力
によるサ
ポート

へき地勤務医師確
保推進事業

へき地に勤務する医師を確保するための各種プロモーション活動等
を実施
　支援内容：ワークショップ、へき地診療所体験実習の実施
　　　　　　へき地医療研修プログラムの実施
　支援対象：へき地市町村

　県予算額：2,553千円

市町村（へ
き地）

奈良県

医療政策部
医師・看護
師確保対策
室

③県庁力
によるサ
ポート

医師配置システム
の運営

必要な医師を安定的に確保するため、県立医科大学との連携により
医師配置システムを構築
　支援内容：県が運営を補助する地域医療学講座からの非常勤医師
　　　　　　派遣
　支援対象：へき地の公立病院

  県予算額：29,172千円

市町村 奈良県

医療政策部
医師・看護
師確保対策
室

③県庁力
によるサ
ポート

地域医療支援セン
ター事業

修学資金の貸与を受けた医師に対する継続的なキャリア形成支援と
公立・公的医療機関等への適切な配置を実施
　支援内容：公立病院（又はへき地診療所）への医師配置
　支援対象：公立病院（又はへき地診療所）設置市町村

  県予算額：4,700千円

市町村 奈良県

医療政策部
医師・看護
師確保対策
室

④国から
の助成

臨床研修費等補助
金

公私立大学附属病院及び公私立病院の開設者が行う臨床研修事業の
実施に対し助成
　スキーム：定額（臨床研修費等補助金交付要綱に基づく）

病院等
厚生労働
省

医療政策部
医師・看護
師確保対策
室

⑤公的団
体からの
助成

地域医療技術向上
推進事業

地域社会における住民の健康及び福祉の向上を図り、健やかな地域
社会づくりを推進していくため、それに必要な地域医療に従事する
者の資質向上を目的とした「研修事業」及び「研究事業」への助成
　助成金額：10,000千円（研修事業における上限）
     　　　　5,000千円（研究事業における上限）
　助成割合：10/10

県、市町村
(公財)地
域社会振
興財団

地域振興部
市町村振興
課
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４．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート
（３）地域福祉へのサポート

区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

①県から
市町村に
対する直
接助成

民生児童委員活動
費

民生委員活動費負担金、児童委員活動費負担金、地区民協活動推進
費負担金、民生委員推薦会負担金
民生・児童委員及び民生委員関係機関の活動等に対する負担金
　スキーム：県10/10
  助成内容：民生・児童委員活動費、地区民協活動費、
            民生委員推薦会経費
  助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村）
　
  県予算額：150,675千円

市町村（奈
良市除く）

奈良県
健康福祉部
地域福祉課

①県から
市町村に
対する直
接助成 住宅支援給付事業

補助金

離職者が就職活動を安心して行うことができるよう、住宅費につい
て給付する「住宅支援給付事業」に対する補助（26年度給付決定者
に対して、最長27年12月末まで）
  スキーム：国10/10（基金）
  助成対象：福祉事務所を有する市、村

  県予算額：54,219千円

市、村 奈良県
健康福祉部
地域福祉課

①県から
市町村に
対する直
接助成 小児慢性特定疾病

対策事業
（小児慢性特定疾
病児日常生活用具
給付事業）

小児慢性特定疾病児の居宅生活を支援するための日常生活用具を給
付する市町村に対する助成
　スキーム：市及び福祉事務所を設置する村
　 　　　　　 国1/2　市、村1/2
　　　　　　福祉事務所を設置していない町村
　　　　　　  国2/4　県1/4　町村1/4
  助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村）

  県予算額：154千円

市町村（奈
良市除く）

奈良県
医療政策部
保健予防課

②地域づ
くり団体
に対する
直接助成 高齢者生きがい

ワーク支援事業

高齢者がその知識経験を活かし、身近な仲間で事業を起こしたり、
起業を目的とした仲間づくり活動を実施することに対し支援
　専門家による起業についての助言・指導等
　事業立ち上げ経費への助成
　スキーム：県10/10
　
　県予算額：2,280千円

非営利組織
グループ
（高齢者が
主体である
もの）

奈良県
健康福祉部
長寿社会課

②地域づ
くり団体
に対する
直接助成

鉄道駅バリアフ
リー整備事業

鉄道駅のエレベーター、障害者対応型便所などのバリアフリー整備
の促進
　スキーム：平均乗降者数が1日3,000人以上の駅
　　　　　　　国1/3（直接） 県1/6　市町村1/6
　　　　　　　実施主体1/3
　　　　　　平均乗降者数が1日3,000人未満の駅
　　　　　　　県1/2、実施主体等1/2
　助成対象：鉄道事業者

　県予算額：75,210千円

鉄道事業者 奈良県
県土マネジ
メント部
地域交通課

③県庁力
によるサ
ポート

中国帰国者地域生
活支援事業

中国帰国者援護担当者研修会
  中国残留邦人等の援護を行う市町村職員に対して、地域社会
  における相互理解と交流の促進等のための研修を実施
  　支援内容：中国残留邦人問題の背景と施策等について研修
　　　　　　　実施回数　年1回
  　支援対象：中国残留邦人支援対象市町村

　  県予算額：12千円

市町村 奈良県
健康福祉部
地域福祉課

④国から
の助成 社会保障・税番号

制度システム整備
費補助金

社会保障・税番号制度の導入に必要な都道府県及び市町村の社会保
障関係システムの整備に要する経費の全部又は一部を補助
　スキーム：一般分　2/3
　　　　　　国民年金・特別児童扶養手当分　10/10

市町村
厚生労働
省

健康福祉部
企画管理室

④国から
の助成 臨時福祉給付金事

業費・事務費補助
金

市町村が行う臨時福祉給付金事業並びにその支給に伴う都道府県及
び市町村の実施事務に必要な経費を交付
　スキーム：10/10

市町村
厚生労働
省

健康福祉部
企画管理室
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

④国から
の助成

相談支援事業費等
負担金(仮称)
（自立相談支援事
業）

生活困窮者からの相談に応じ、生活困窮者が抱える課題の評価・分
析、自立に向けたプランの作成、生活全般にわたる包括的な支援を
行うための関係機関との連絡調整等の支援を行う事業に対する国庫
負担金
　スキーム　3/4
  助成対象：福祉事務所を有する市、村

市、村
厚生労働
省

健康福祉部
地域福祉課

④国から
の助成

相談支援事業費等
負担金(仮称)
（住居確保給付
金）

離職により住宅を失った又はそのおそれの高い生活困窮者に対し、
安定的に就職活動を行うことができるよう、有期で家賃相当額を支
給する事業に対する国庫負担金
　スキーム　3/4
  助成対象：福祉事務所を有する市、村

市、村
厚生労働
省

健康福祉部
地域福祉課

④国から
の助成

相談支援事業費等
負担金(仮称)
（被保護者就労支
援事業(生活保護関
係)）

生活保護受給者の就労の支援に関する問題について、被保護者から
の相談に応じるとともに、履歴書の書き方や面接の受け方の指導等
の就労に向けた支援や、個別求人開拓、就労後における職場定着に
向けた支援を行う事業に対する国庫負担金
　スキーム　3/4
  助成対象：福祉事務所を有する市、村

市、村
厚生労働
省

健康福祉部
地域福祉課

④国から
の助成

準備支援事業費等
補助金(仮称)
（生活困窮者自立
支援法の任意事業
分）

生活に困窮している方を支援するための就労準備支援、家計相談支
援、一時生活支援、家計相談支援、子どもの学習支援等の事業に対
する補助
　スキーム　2/3及び1/2
  助成対象：福祉事務所を有する市、村

市、村
厚生労働
省

健康福祉部
地域福祉課

④国から
の助成

生活困窮者就労準
備支援事業費等補
助金（仮称）
（中国残留邦人等
地域生活支援事
業）

中国残留邦人等が地域で安心して生活できる環境づくりを推進する
ため、地域における多様なネットワークを活用し、地域の中での理
解や見守り・支え合いなど社会的自立を促進するための事業に対し
助成
　スキーム：10/10

市町村
厚生労働
省

健康福祉部
地域福祉課

④国から
の助成

生活困窮者就労準
備支援事業費等補
助金（仮称）
（自立支援プログ
ラム策定実施推進
事業）

自立支援プログラムの策定・実施を推進するため、生活保護受給者
等の自立・就労支援のための福祉事務所の実施体制及び多様かつ重
層的なメニュー・各種サービスを整備する事業に対する補助
　スキーム：3/4及び1/2
  助成対象：福祉事務所を有する市、村

市、村
厚生労働
省

健康福祉部
地域福祉課

④国から
の助成 生活困窮者就労準

備支援事業費等補
助金（仮称）
（生活保護適正実
施推進事業）

生活保護の適正な運営を確保するため、診療報酬明細書の点検強化
等による医療扶助の適正化、収入資産調査の充実強化等による認定
事務の適正化、生活保護関係職員の資質向上のための研修の実施
等、各種適正化の取組を推進する事業に対する補助
　スキーム：3/4及び1/2
  助成対象：福祉事務所を有する市、村

市、村
厚生労働
省

健康福祉部
地域福祉課

④国から
の助成 生活困窮者就労準

備支援事業費等補
助金（仮称）
（共助の基盤づく
り事業）

誰もが安心して地域で生活を営み続けることができるよう地域にお
けるインフォーマル活動の活性化を図るとともに生活困窮者自立支
援制度など既存のサービスメニューでは対応が困難な福祉ニーズに
対応するための地域サービスの創出、人材の養成等の取組を推進す
る事業に対する補助
　スキーム：1/2

市町村
厚生労働
省

健康福祉部
地域福祉課

④国から
の助成

地域公共交通確保
維持改善事業
（バリアフリー化
設備等整備事業）

バリアフリー化により制約の少ないシステムの導入等、移動にあ
たっての様々な障害の解消等を図るために実施される事業（駅のバ
リアフリー化、ノンステップバス・福祉タクシーの導入等）に対し
て補助
　スキーム：1/4～1/3
　対象者：鉄軌道事業者、乗合バス事業者、タクシー事業者等

鉄軌道事業
者、乗合バ
ス事業者、
タクシー事
業者等

国土交通
省

県土マネジ
メント部
地域交通課

⑤公的団
体からの
助成

コミュニティ助成
事業
（共生の地域づく
り助成事業）

地域の創意工夫により、地域の実情に応じて全ての住民にやさしい
まちづくりを進めるための事業への助成
　助成金額：10,000千円（上限）
           （ソフト事業は5,000千円）
  助成割合：10/10

市町村
(一財)自
治総合セ
ンター

地域振興部
市町村振興
課

⑤公的団
体からの
助成 保健・医療・福祉

事業等推進調査事
業

市町村が行う保健・医療・福祉等の施策の企画・立案、実施・評価
のため、地域住民を対象とした意識、実態、ニーズ等の調査・分析
を行う事業への助成（事業をすべて外部委託するものは対象外）
　助成金額：5,000千円（上限）
　助成割合：10/10

市町村
(公財)地
域社会振
興財団

地域振興部
市町村振興
課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

⑤公的団
体からの
助成 中央競馬馬主社会

福祉財団助成事業

障害者のための福祉施設に対する助成
老人、母子及び児童のため福祉施設に対する助成
社会福祉施設職員等の海外研修及び国内研修に対する助成
国又は地方公共団体が後援等を行っている公益事業に対する協賛
　助成割合：3/4

社会福祉施
設等

(公財)中
央競馬馬
主社会福
祉財団

健康福祉部
地域福祉課

⑤公的団
体からの
助成

共同募金会
共同募金配分

社会福祉団体の実施する事業に対する募金の配分
　市町村社会福祉協議会、児童福祉施設連盟、里親会
　などに対し助成

団体等
(社福)奈
良県共同
募金会

健康福祉部
地域福祉課

⑤公的団
体からの
助成 公益事業振興補助

事業

社会福祉の増進に関する事業に対する助成
　助成内容：児童、高齢者、障害者の各施設における整備事業
　　　　　　身体障害者補助犬の普及
　　　　　　自殺予防に関する調査、研究等
　助成割合：3/4

社団法人、
財団法人、
社会福祉法
人、ＮＰＯ
法人

(公財)Ｊ
ＫＡ

健康福祉部
地域福祉課

⑤公的団
体からの
助成

福祉車両配備事業
障害者就労支援車、介護支援車等福祉車両の配備助成
　助成金額：5,000千円（上限）

社団法人、
財団法人、
社会福祉法
人、ＮＰＯ
法人、ボラ
ンティア団
体等

(公財)日
本財団

健康福祉部
地域福祉課

⑥アドバ
イス・相
談

市町村恩給援護事
務担当者会議

旧軍人軍属の恩給、戦傷病者及び戦没者遺族への援護事務に関する
市町村担当者への説明会を実施

－ 奈良県
健康福祉部
地域福祉課
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４．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート
（４）障害者福祉へのサポート

区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

①県から
市町村に
対する直
接助成 自立支援給付事業

障害者自立支援のための介護給付費負担金
　居宅介護・生活介護・就労移行支援、共同生活援助、補装具 等
　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4
  助成対象：全市町村

  県予算額：　4,938,737千円

市町村 奈良県
健康福祉部
障害福祉課

①県から
市町村に
対する直
接助成

障害者医療給付事
業

身体障害者の障害の軽減、改善を目的とする障害者医療費負担金
　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4
　助成対象：全市町村

　県予算額：503,526千円

市町村 奈良県
健康福祉部
障害福祉課

①県から
市町村に
対する直
接助成

障害児通所給付事
業

児童福祉法に基づく障害児通所施設に係る障害児通所給付費負担金
　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4
　助成対象：全市町村

　県予算額：644,889千円

市町村 奈良県
健康福祉部
障害福祉課

①県から
市町村に
対する直
接助成 市町村地域生活支

援事業

障害者のニーズに応じた事業を実施する市町村に対する助成
相談支援事業、意思疎通支援事業、日常生活用具給付等事業、移動
支援事業、地域活動支援センター機能強化事業他
　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4
　助成対象：全市町村

　県予算額：238,000千円

市町村 奈良県
健康福祉部
障害福祉課

①県から
市町村に
対する直
接助成 難聴児補聴器購入

助成事業

障害者自立支援法の補装具費支給制度の対象外となっている軽度・
中等度難聴児のための補聴器購入費用に対する助成
　スキーム：県1/3　市町村1/3
　助成対象：全市町村

　県予算額：708千円

市町村 奈良県
健康福祉部
障害福祉課

①県から
市町村に
対する直
接助成

障害者自立支援制
度施行事業
（精神障害者医療
費助成事業）

精神障害者の医療費のうち、自己負担分に対し補助を行う市町村に
対する助成
　スキーム：県1/2　市町村1/2
　助成対象：全市町村

　県予算額：428,162千円

市町村 奈良県
医療政策部
保健予防課

①県から
市町村に
対する直
接助成 育成医療給付事業

身体障害児の障害の軽減、除去するための医療費を給付する市町村
に対する助成
　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4
　助成対象：全市町村

　県予算額：13,841千円

市町村 奈良県
医療政策部
保健予防課

③県庁力
によるサ
ポート

人材育成事業

障害支援区分認定調査員研修
　全国一律の基準に基づき、客観的かつ公平・公正に障害者給付等
　の事務が行われるよう、障害支援区分認定調査員（一部市町村職
　員）に対する研修を実施
　　支援内容：障害支援区分認定調査員研修
　　　　　　　実施回数　１回  　研修受講予定者　180名
　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち市町村職員約40名）
　　支援対象：全市町村

　　県予算額：140千円

市町村 奈良県
健康福祉部
障害福祉課

③県庁力
によるサ
ポート 精神保健福祉セン

ター運営事業
（教育・研修・啓
発・普及・市町村
等支援）

市町村職員に対する精神保健研修
　精神保健福祉法に基づく精神障害者への支援を実施するため
  の知識及び能力の向上を図るための研修会を実施
　支援内容：精神保健専門研修等
　　　　　　実施回数　年2回　　募集人員  各回78名
　支援対象：全市町村

　県予算額：207千円

市町村 奈良県
医療政策部
保健予防課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

⑥アドバ
イス・相
談

計画等作成支援事
業

サービス等利用計画等作成アドバイザーの派遣
　地域における質の高いサービス等利用計画等の作成促進に向けた
　取組に対してアドバイザーを派遣
　スキーム：国1/2、県1/2
　助成対象：市町村、障害福祉サービス事業所等
　
　県予算額：508千円

市町村、
障害福祉
サービス事
業所等

奈良県
健康福祉部
障害福祉課
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４．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート
（５）高齢者福祉へのサポート

区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

①県から
市町村に
対する直
接助成

介護給付費負担金

介護給付に要する経費を負担
  スキーム：施設給付費
　　　　　　　国20% 県17.5% 市町村12.5% 保険料50%
　　　　　　居宅給付費
　　　　　　　国25% 県12.5% 市町村12.5% 保険料50%
  助成対象：全市町村

  県予算額：14,317,000千円

市町村 奈良県
健康福祉部
長寿社会課

①県から
市町村に
対する直
接助成 低所得利用者負担

額減免措置事業

社会福祉法人利用者負担減免措置事業
  低所得利用者の利用者負担額を軽減
  　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4
  　助成対象：全市町村

  　県予算額：400千円

市町村 奈良県
健康福祉部
長寿社会課

①県から
市町村に
対する直
接助成 老人クラブ活動助

成事業

市町村の各地区の老人クラブが行う活動に助成
　助成内容：補助基準額　適正クラブ　2,700円
  　       　　　　　　 小規模適正　1,350円
　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3
　助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村）

　県予算額：21,979千円

市町村（奈
良市除く）

奈良県
健康福祉部
長寿社会課

①県から
市町村に
対する直
接助成 市町村老人クラブ

連合会活動促進事
業

市町村老人クラブ連合会が行う活動に助成
  助成内容：補助基準額
　　　　　　　会員数割　　　  　　55円
              事業補助対象総額　 9,500千円
  スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3
  助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村）

  県予算額：9,428千円

市町村（奈
良市除く）

奈良県
健康福祉部
長寿社会課

①県から
市町村に
対する直
接助成

地域支援事業交付
金

地域支援事業に要する経費を負担（介護給付費見込額の3.0%以内）
  スキーム：介護予防事業
　　　　　　　国25%　県12.5%　市町村12.5%　保険料50%
　　　　　　包括的支援事業、任意事業
　　　　　　　国39%　県19.5%　市町村19.5%　保険料22%
  助成対象：全市町村

  県予算額：436,727千円

市町村 奈良県
健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室

③県庁力
によるサ
ポート

保険者支援事業

介護保険制度の円滑な実施に向け、市町村への指導・支援を実施
  支援内容：保険者指導　随時
  支援対象：全市町村

  県予算額：2,171千円

市町村 奈良県
健康福祉部
長寿社会課

③県庁力
によるサ
ポート

介護給付適正化推
進事業

介護給付適正化計画の推進により、市町村における介護保険適正化
事業を支援
  支援内容：給付適正化会議　実施回数年1回
　　　　　　介護給付適正化システム活用研修会
　支援対象：全市町村

  県予算額：454千円

市町村 奈良県
健康福祉部
長寿社会課

③県庁力
によるサ
ポート

地域密着型サービ
ス普及促進事業

地域密着型サービスの普及・促進を図り、高齢者が住み慣れた地域
で療養できる地域ケア体制の充実を確保
  支援内容：市町村における地域密着型サービスの取組推進
　　　　  　市町村担当者研修会等
　　　　　　小規模多機能型居宅介護支援事業所の普及、促進
　支援対象：全市町村

  県予算額：1,930千円

市町村 奈良県
健康福祉部
長寿社会課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

③県庁力
によるサ
ポート シニア地域貢献活

動実践者養成講座
開催事業

地域貢献活動の実践者（シニア）を養成するための講座を開催
　支援内容：シニア地域貢献活動実践者養成講座
　　　　　　講座回数　6回　2ヶ所
　支援対象：全市町村

　県予算額：1,700千円

市町村 奈良県
健康福祉部
長寿社会課

③県庁力
によるサ
ポート

地域包括支援セン
ター機能強化事業

高齢者の相談・支援体制の中心となる地域包括支援センターの機能
強化
  支援内容：地域包括支援センター運営支援事業
　　　　　　　地域包括支援センター長会議
　　　　　　　市町村・地域包括支援センター広域支援（連絡会）
　　　　　　　他府県取組事例調査　等
　　　　　　地域ケア会議等活動支援事業
　　　　　　　地域包括ケア支援アドバイザーの派遣
　　　　　　　地域ケア会議への専門職の派遣
　　　　　　地域包括支援センター職員研修
  支援対象：全市町村

  県予算額：3,178千円

市町村 奈良県
健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室

③県庁力
によるサ
ポート

認知症の人と家族
にやさしい地域づ
くり推進事業

認知症の人と家族が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよ
う、認知症の人や介護者を支えられる地域づくりを推進
  支援内容：認知症サポーターの養成を支援
　　　　　　キャラバン・メイト研修の開催
　　　　　　認知症対応ネットワーク会議の開催
　支援対象：全市町村

  県予算額：2,000千円

市町村 奈良県
健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室

③県庁力
によるサ
ポート

介護予防等市町村
支援事業

介護予防に関して事業の効果検証を実施するとともに、介護予防事
業等の課題を検討し、介護予防事業の向上のための研修会を開催
　支援内容：実務者研修会　実施回数年1回
　　　　　　事例検討会　実施回数年1回
　支援対象：全市町村

　県予算額：587千円

市町村、地
域団体

奈良県
健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室

③県庁力
によるサ
ポート

る介護予防推進支
援事業

地域づくりによる介護予防を行うため、国が推進する「生活機能の
低下した高齢者に対して体操などを行う住民運営の通いの場」の設
置促進のため、国と県が連携し支援
　①支援内容：国より派遣のアドバイザーと連携した助言・支援
　　支援対象：モデル市町村５カ所
　②支援内容：研修会
　　支援対象：全市町村

　県予算額：1,400千円

市町村
厚生労働
省、奈良
県

健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室

③県庁力
によるサ
ポート

成年後見制度推進
事業

成年後見制度を活用した高齢者の権利擁護を推進
　　支援内容：専門員（コーディネーター）の配置
　　　　　　　相談窓口の設置
　　　　　　　成年後見に関する普及・啓発活動
　　　　　　　法人後見受任者養成研修
　　支援対象：全市町村

　  県予算額：2,500千円

市町村 奈良県
健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室

③県庁力
によるサ
ポート

認定調査員等研修
事業

認定調査員（一部市町村職員）等に関する研修を実施し、公平・公
正かつ適切な要介護認定等を推進
  支援内容：認定調査員研修　実施回数年2回
　　　　　　介護認定審査会運営適正化研修　実施回数年1回
  支援対象：全市町村

  県予算額：2,645千円

市町村 奈良県
健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室

③県庁力
によるサ
ポート

高齢者虐待防止支
援事業

高齢者虐待防止に携わる市町村職員等を対象とした研修を開催
　支援内容：高齢者虐待対応現任者標準研修
  支援対象：市町村、地域包括支援センター、在宅介護支援
　　　　　　センター等で高齢者虐待防止に携わる職員

　県予算額：732千円

市町村 奈良県
健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

③県庁力
によるサ
ポート

地域で暮らし続け
るための仕組みづ
くり事業

地域で暮らし続けるための仕組みづくり（地域包括ケアシステムの
構築）を進める村の活動を支援
　支援内容：十津川の活力と魅力あふれる村づくり推進委員会の
　　　　　　活動支援（アドバイザー派遣、取組事例調査等）
　支援対象：十津川村

　県予算額：1,000千円

市町村 奈良県
健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室

③県庁力
によるサ
ポート

地域包括ケア推進
支援チーム運営事
業

県事務職員、保健師、看護師、主任ケアマネ、理学療法士等の専門
職から成る「地域包括ケア推進支援チーム」による支援
　支援内容：「地域包括ケア推進支援チーム」が市町村及び地域包
　　　　　　括支援センターを訪問し、地域包括ケア推進に向けた
　　　　　　取組を支援
  支援対象：市町村

　県予算額：6,579千円

市町村 奈良県
健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室

③県庁力
によるサ
ポート

ディネーター養成
事業

平成２９年４月までに全市町村で開始が義務づけられている介護予
防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）への早期移行に向け
た市町村支援を実施
　支援内容：市町村生活支援コーディネーター養成研修の開催
　　　　　　生活支援コーディネーター指導者養成中央研修
　　　　　　への職員派遣
　　　　　　情報提供
  支援対象：市町村

　県予算額：1,350千円

市町村 奈良県
健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室

④国から
の助成 地域介護・福祉空

間整備交付金

市町村が既存の地域密着型施設のスプリンクラー整備・防災改修等
などに対し助成
　スキーム：整備を行う施設種別ごとの定額交付金

市町村
厚生労働
省

健康福祉部
長寿社会課

⑤公的団
体からの
助成

介護保険等整備推
進事業

市町村が行う介護保険等の整備推進に関する事業への助成
　助成金額：2,000千円（上限）
　助成割合：10/10

市町村
(公財)地
域社会振
興財団

地域振興部
市町村振興
課

⑥アドバ
イス・相
談

市町村介護保険初
任者研修会

人事異動等に伴い、新たに介護保険を担当することになった市町村
職員を対象に、介護保険制度等に関する仕組みや内容等について研
修を実施

－ 奈良県
健康福祉部
長寿社会課

⑥アドバ
イス・相
談

介護サービス事業
所指定・指導事務
研修会

介護サービス事業者への指定・指導事務に関し、必要な知識修得等
を目的として、市町村職員を対象に指定事務手続き、指導方法、関
係法令等についての研修を実施

－ 奈良県
健康福祉部
長寿社会課
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４．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート
（６）医療保険へのサポート

区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

①県から
市町村に
対する直
接助成 国民健康保険財政

調整交付金

国民健康保険に対する県の財政調整交付金
　スキーム：県負担率  医療給付費（自己負担を除く）等の9%
　助成対象：全市町村（国保）

　県予算額：7,460,000千円

市町村 奈良県
健康福祉部
保険指導課

①県から
市町村に
対する直
接助成

国民健康保険基盤
安定化事業

国民健康保険基盤安定化事業
　低所得者の保険料（税）軽減相当額を公費で補填
　　スキーム：県3/4  市町村1/4
 　 助成対象：全市町村（国保）

国民健康保険者支援事業
　低所得者を多く抱える市町村保険者を支援するために低所得
  者数に応じて保険料（税）の一定割合を公費で補填
　　スキーム：国1/2（直接補助） 県1/4  市町村1/4
 　 助成対象：全市町村（国保）

　　県予算額：4,820,000千円

市町村 奈良県
健康福祉部
保険指導課

①県から
市町村に
対する直
接助成

国民健康保険高額
医療費共同事業財
政助成事業

市町村保険者を対象として奈良県国保連合会が行う高額医療費共同
事業における市町村拠出金の1/4を県が負担
　スキーム：国1/4（直接補助）　県1/4　市町村（国保）1/2
　助成対象：全市町村（国保）

　県予算額：801,000千円

市町村 奈良県
健康福祉部
保険指導課

①県から
市町村に
対する直
接助成

後期高齢者医療給
付事業

後期高齢者の医療給付費定率負担
　後期高齢者の医療給付費のうち自己負担を除く費用の一部を
　公費負担
　　助成内容：対象者　75歳以上（65歳以上で一定の障害がある
              と認定を受けた者を含む）
　　スキーム：国3/12（直接補助）　県1/12　市町村1/12

後期高齢者高額医療費公費負担
　高齢者の高額な医療費のうち、保険料負担分の一部を公費負担
　　助成内容：80万円超の医療費に対して負担
　　スキーム：国1/4（直接補助）　県1/4　広域連合1/2
　　助成対象：奈良県後期高齢者医療広域連合

　　県予算額：12,902,000千円

奈良県後期
高齢者医療
広域連合

奈良県
健康福祉部
保険指導課

①県から
市町村に
対する直
接助成 後期高齢者医療保

険基盤安定化事業

後期高齢者医療保険基盤安定化事業
　低所得者等に対する保険料の軽減分を公費で補填
　　スキーム：県3/4　市町村1/4
　　助成対象：全市町村

　　 県予算額：2,228,000千円

市町村、奈
良県後期高
齢者医療広
域連合

奈良県
健康福祉部
保険指導課

①県から
市町村に
対する直
接助成 後期高齢者保険料

負担軽減補助事業

健診経費の一部を助成することにより、保険料の上昇を抑制し、後
期高齢者の負担を軽減
　スキーム：県1/2　市町村1/2
　助成対象：奈良県後期高齢者医療広域連合

　県予算額：9,000千円

奈良県後期
高齢者医療
広域連合

奈良県
健康福祉部
保険指導課

①県から
市町村に
対する直
接助成 子ども医療費助成

事業

子どもに対する医療費の一部を助成
　助成内容：対象者　0歳～就学前（入通院）
　　　　　　　　　　小学生・中学生（入院）
　スキーム：県1/2　市町村1/2
　助成対象：全市町村

　県予算額：728,000千円

市町村 奈良県
健康福祉部
保険指導課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

①県から
市町村に
対する直
接助成

心身障害者医療費
助成事業

心身障害者に対する医療費の一部を助成
　助成内容：対象者　身障手帳1・2級又は療育手帳A1・A2所持
　　　　　　　　　　者（重度心身障害老人等医療費助成対象
                    者を除く）
　スキーム：県1/2　市町村1/2
　助成対象：全市町村

　県予算額：688,000千円

市町村 奈良県
健康福祉部
保険指導課

①県から
市町村に
対する直
接助成 ひとり親家庭等医

療費助成事業

ひとり親家庭の親子等に対する医療費の一部を助成
　助成内容：対象者　ひとり親家庭の親等と18歳到達後最初の
　　　　　　　　　　3月31日までの児童
　スキーム：県1/2　市町村1/2
　助成対象：全市町村

　県予算額：306,000千円

市町村 奈良県
健康福祉部
保険指導課

①県から
市町村に
対する直
接助成

重度心身障害老人
等医療費助成事業

重度心身障害者老人等に対する医療費の一部を助成
　助成内容：対象者　後期高齢者医療制度の適用を受けている
　　　　　　　　　　重度心身障害等
　スキーム：県1/2　市町村1/2
　助成対象：全市町村

　県予算額：442,000千円

市町村 奈良県
健康福祉部
保険指導課

①県から
市町村に
対する直
接助成 福祉医療費事務費

補助金

子ども、心身障害者及びひとり親家庭等医療費助成事業の事務費に
対する助成
　助成内容：集計手数料
　助成対象：全市町村

　県予算額：30,382千円

市町村 奈良県
健康福祉部
保険指導課

①県から
市町村に
対する直
接助成

福祉医療費資金貸
付事業

福祉医療制度の対象者が医療機関の窓口で支払う一時的な資金需要
に対応するため市町村が創設する貸付金制度への無利子貸付
　助成対象：全市町村

　県予算額：10,000千円

市町村 奈良県
健康福祉部
保険指導課

②地域づ
くり団体
に対する
直接助成 後期高齢者医療広

域連合機能強化支
援事業

保険者機能を発揮し、県、広域連合の共同事業として実施する、高
齢者の状況に応じた健康づくりの取組についての研究と、その研究
結果に基づく普及啓発を全県的に展開するための事業に要する経費
の一部を負担
　スキーム：県1/2　広域連合1/2

　県予算額：10,000千円

健康長寿共
同事業実行
委員会

奈良県
健康福祉部
保険指導課

②地域づ
くり団体
に対する
直接助成

後期高齢者医療広
域連合機能強化支
援事業

市町村における高齢者に対する切れ目のない保健指導等の実践につ
いて、市町村が行うモデル事業に支援
　スキーム：県1/2　広域連合1/2

　県予算額：2,780千円

奈良県後期
高齢者医療
広域連合

奈良県
健康福祉部
保険指導課

③県庁力
によるサ
ポート

市町村国民健康保
険のあり方検討事
業

「国民健康保険広域化等支援方針」に基づき、広域化に向けた環境
整備を行うための検討と、市町村国保の今後のあり方についての検
討を市町村等と協力して実施
　検討内容：保険者機能を発揮した取組の検討（健康づくり）
 　 　　　　広域化運営に向けた環境整備等の検討（保険財政共同
　　　　　　安定化事業、標準保険料の詳細なシミュレーション、
　　　　　　収納率の向上等）
  スキーム：県10/10

  県予算額：3,239千円

市町村 奈良県
健康福祉部
保険指導課

④国から
の助成 国民健康保険財政

調整交付金
国民健康保険に対する国の財政調整交付金
　スキーム：国負担率  医療給付費（自己負担を除く）等の9%

市町村（国
保）

厚生労働
省

健康福祉部
保険指導課

④国から
の助成

国民健康保険基盤
安定化事業

国民健康保険者支援事業
　低所得者を多く抱える市町村保険者を支援するために低所得
　者数に応じて保険料（税）の一定割合を公費で補填
　スキーム：国1/2（直接補助） 県1/4

市町村（国
保）

厚生労働
省

健康福祉部
保険指導課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

④国から
の助成

後期高齢者医療財
政調整交付金

広域連合ごとの被保険者の所得格差による財政の不均衡を調整する
「普通調整交付金」と、災害時などの特別な事情により財政が圧迫
されたときなどに交付される「特別調整交付金」を交付することに
より、後期高齢者医療制度の財政調整を図る
　普通調整交付金：調整交付金総額の9/10
　特別調整交付金：調整交付金総額の1/10
　スキーム：国庫　10/10

奈良県後期
高齢者医療
広域連合

厚生労働
省

健康福祉部
保険指導課

④国から
の助成 国民健康保険療養

給付費等負担金補
助金

国民健康保険の医療給付費のうち自己負担を除く費用の一部を定率
負担
　スキーム：国負担率 32%等

市町村（国
保）、国保
組合

厚生労働
省

健康福祉部
保険指導課

④国から
の助成 国民健康保険高額

医療費共同事業財
政助成事業負担金

市町村保険者を対象として奈良県国保連合会が行う高額医療費共同
事業における市町村拠出金の1/4を負担
　スキーム：国1/4（直接補助）　県1/4

市町村（国
保）

厚生労働
省

健康福祉部
保険指導課

④国から
の助成

後期高齢者医療給
付事業

後期高齢者の医療給付費定率負担
 後期高齢者の医療給付費のうち自己負担を除く費用の一部を
 公費負担
　助成内容：対象者75歳以上（65歳以上で一定の障害がある
　　　　　　　と認定を受けた者を含む）
　スキーム：国3/12（直接補助） 県1/12　市町村1/12

後期高齢者高額医療費公費負担
 高齢者の高額な医療費のうち、保険料負担分の一部を公費負担
 助成内容：80万円超の医療費に対して負担
　スキーム：国1/4（直接補助）　県1/4

奈良県後期
高齢者医療
広域連合

厚生労働
省

健康福祉部
保険指導課
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４．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート
（７）子育てへのサポート

区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

①県から
市町村に
対する直
接助成

要支援児保育促進
事業費補助

向上事業費補助）

４名（民間については２名）以上の障害児を受け入れ、かつ、障害
児：保育士＝２：１の基準以上の保育士加配をしている保育所に対
する助成
  スキーム：県10/10
  助成内容：加配保育士１人につき1,050～2,100千円

　県予算額：59,048千円

市町村 奈良県

こども・女
性局
子育て支援
課

①県から
市町村に
対する直
接助成

要支援児保育促進
事業費補助
（家庭支援推進保
育事業費補助）

家庭環境に対する配慮などが必要な児童が多数入所している保育所
の保育士加配に対する助成
　スキーム：県10/10
　助成内容：1保育所　721千円

　県予算額：27,757千円

市町村 奈良県

こども・女
性局
子育て支援
課

①県から
市町村に
対する直
接助成 保育所委託費負担

金

民間保育所への入所費用に要する経費の一部を助成
  スキーム：利用者負担額を控除した残額を国1/2（直接補助）
　　　　　　県1/4、市町村1/4で負担
  助成内容：（支弁額－利用者負担額）×1/4

　県予算額：1,971,942千円

市町村 奈良県

こども・女
性局
子育て支援
課

①県から
市町村に
対する直
接助成

放課後児童健全育
成事業費補助

放課後児童クラブ運営費に対する助成
  スキーム：国1/3（直接補助）　県1/3　市町村1/3
 
　県予算額:415,606千円

市町村 奈良県

こども・女
性局
子育て支援
課

①県から
市町村に
対する直
接助成

安心子育て支援対
策事業

「安心こども基金」等を活用し、子どもを安心して育てることがで
きるよう実施された体制整備に必要な経費に対する助成
  保育所等整備事業
　　スキーム：国1/2（基金） 市町村1/4　 法人1/4
    　　  　　国2/3（基金） 市町村1/12　法人1/4
　　　　　　                 （定数純増条件等を満たす場合）
　保育の質の向上のための研修事業
　　スキーム：国1/2　市町村1/2

　認可外保育施設職員の健康診断実施に対する助成
　　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4
 
  県予算額：417,842千円

市町村 奈良県

こども・女
性局
子育て支援
課

①県から
市町村に
対する直
接助成

放課後児童クラブ
施設整備費補助事
業

放課後児童クラブの施設整備に対する助成
スキーム：国1/3（直接補助）　県1/3　市町村1/3

　県予算額：58,184千円
市町村 奈良県

こども・女
性局
子育て支援
課

①県から
市町村に
対する直
接助成

児童手当県負担金

児童手当の給付に伴う県負担金
　スキーム：
　　3歳未満被用者
      国16/45（直接補助） 県4/45　市町村4/45　事業主21/45
    その他 国4/6（直接補助）　県1/6　市町村1/6
　
　県予算額：3,332,466千円

市町村 奈良県

こども・女
性局
子育て支援
課

①県から
市町村に
対する直
接助成

強化交付金事業費
補助

危機的な少子化問題に対応するため、結婚・妊娠・出産・育児の
「切れ目のない支援」を行うための市町村の事業への助成
　スキーム：国10/10
  県予算額：40,000千円[一部26年度2月補正]

市町村 奈良県

こども・女
性局
子育て支援
課

①県から
市町村に
対する直
接助成 母子生活支援施設

等措置費

母子生活支援施設、助産施設への入所費用に要する経費の一部を助
成
　スキーム：徴収金を控除した残額を国1/2（直接補助）
　　　　　　県1/4、市町村1/4で負担
  助成内容：（支弁額－徴収金）×1/4

　県予算額：18,172千円

市町村 奈良県

こども・女
性局
こども家庭
課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

①県から
市町村に
対する直
接助成

ひとり親家庭生活
支援事業

ひとり親家庭の生活基盤の安定を図る市町村への助成
　スキーム：県3/4　市町村1/4

　県予算額：18千円

市町村 奈良県

こども・女
性局
こども家庭
課

①県から
市町村に
対する直
接助成

小さな命の"もしも
"事業
（初回妊娠判定受
診料補助金）

初回の妊娠判定受診料の公費負担を行う市町村に対する助成
　スキーム：県1/2　市町村1/2
　助成内容：市町村民税非課税世帯（生活保護世帯を含む）
　助成対象：全市町村

　県予算額：177千円

市町村 奈良県
医療政策部
保健予防課

①県から
市町村に
対する直
接助成 母子保健振興事業

未熟児の入院医療費を給付する市町村に対する助成
　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4
　助成対象：全市町村

　県予算額：21,176千円

市町村 奈良県
医療政策部
保健予防課

③県庁力
によるサ
ポート

児童福祉施設職員
研修会実施費

児童健全育成、保育、給食等に関する専門的知識や技術に関する研
修の実施
  支援内容：放課後児童指導員等研修会、給食関係者研修会、栄養
　　　　　　士研修会
  支援対象：放課後児童クラブ指導員等

  県予算額：429千円

市町村、児
童福祉施設
職員

奈良県

こども・女
性局
子育て支援
課

③県庁力
によるサ
ポート で支える結婚・子

育て」協働推進事
業

NPOやボランティア団体、企業、市町村等、様々な主体間の協働によ
る「結婚」「子育て」支援活動を幅広く支援

　県予算：10,749千円[一部26年度2月補正]

市町村、地
域団体

奈良県

こども・女
性局
子育て支援
課

③県庁力
によるサ
ポート

庭支援充実事業

市町村における「利用者支援事業」及び「地域子育て支援拠点事
業」の一体的な運営を支援するための研修の実施
　支援内容：利用者支援専門員研修、地域子育て支援拠点従事者
　　　　　　向け研修

　県予算額：1,809千円[一部26年度2月補正]

市町村 奈良県

こども・女
性局
子育て支援
課

③県庁力
によるサ
ポート

児童虐待防止推進
事業
（ペアレント・プ
ログラム普及事
業）

市町村のペアレント・プログラム資格取得者増員による展開
　支援内容：「コモンセンスペアレンティング」資格取得研修会の
　　　　　　開催、資格取得者向け活用研修会の開催
　支援対象：市町村職員等

　県予算額：1,136千円

市町村 奈良県

こども・女
性局
こども家庭
課

③県庁力
によるサ
ポート

子育て支援モデル
事業

新たに家庭訪問支援プログラムを作成、モデル市町村への導入実践
等を支援
　支援内容：プログラムの作成、導入実践支援
　支援対象：市町村職員、民生委員、保健師等

　県予算額：1,875千円[一部26年度2月補正]

市町村 奈良県

こども・女
性局
こども家庭
課

④国から
の助成

保育体制強化事業

保育に係る周辺業務に多様な人材を活用し、保育士の業務負担軽減
を図るために要する経費に対する助成
　スキーム：国1/2（直接助成） 県1/4　市町村1/4
　
　県予算額：2,970千円

市町村 内閣府

こども・女
性局
子育て支援
課

④国から
の助成

設型給付費負担金
民間認定こども園の利用に要する経費の一部を助成
　スキーム：国1/2　県1/4

市町村 内閣府

こども・女
性局
子育て支援
課

④国から
の助成

費負担金
地域型保育事業の利用に要する経費の一部を助成
　スキーム：国1/2　県1/4

市町村 内閣府

こども・女
性局
子育て支援
課

④国から
の助成 育て支援事業

（利用者支援事
業）

子ども又は保護者に身近な相談窓口において行う支援に要する経費
の一部を助成
　スキーム：国1/3　県1/3

市町村 内閣府

こども・女
性局
子育て支援
課

39 地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

④国から
の助成

育て支援事業
（地域子育て支援
拠点事業）

乳幼児及びその保護者が相互の交流等を行う場所を運営に要する経
費の一部を助成
　スキーム：国1/3　県1/3

市町村 内閣府

こども・女
性局
子育て支援
課

④国から
の助成

育て支援事業
（ファミリー・サ
ポート・センター
事業）

子育ての相互援助活動を実施するファミリー・サポート・センター
事業の運営に要する経費の一部を助成
　スキーム：国1/3　県1/3

市町村 内閣府

こども・女
性局
子育て支援
課

④国から
の助成 育て支援事業

（一時預かり事
業）

乳幼児の一時預かりの実施に要する経費の一部を助成
　スキーム：国1/3　県1/3

市町村 内閣府

こども・女
性局
子育て支援
課

④国から
の助成

育て支援事業
（延長保育事業費
補助）

就労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、民間保
育所の開設時間を超えた保育を行う保育所に対する助成
　スキーム：国1/3　県1/3

市町村 内閣府

こども・女
性局
子育て支援
課

④国から
の助成

育て支援事業
（病児・病後児保
育事業費補助）

病児・病後児・体調不良児の保育に対する助成
　スキーム：国1/3　県1/3

市町村 内閣府

こども・女
性局
子育て支援
課

④国から
の助成

育て支援事業
（実費徴収補足給
付事業）

保護者が支払うべき日用品等の教育・保育に必要な物品の購入等に
要する経費の一部を助成
　スキーム：国1/3　県1/3

市町村 内閣府

こども・女
性局
子育て支援
課

④国から
の助成 子育て世帯臨時特

例給付金

消費税引上げの影響棟を踏まえ、子育て世帯に対する臨時特例的な
給付措置
　スキーム：国10/10

市町村
厚生労働
省

こども・女
性局
子育て支援
課

④国から
の助成

次世代育成支援対
策施設整備交付金
（ハード交付金）

次世代育成支援対策推進法に規定する行動計画をもとに市町村が作
成する整備計画に基づき施設整備事業を実施する市町村に対して交
付金を交付
　スキーム：定額補助

市町村
厚生労働
省

こども・女
性局
子育て支援
課
こども家庭
課

④国から
の助成

保育所委託費国庫
負担金

私立の保育所への運営費支弁に対する国庫負担金
　スキーム：国1/2　県1/4

市町村 内閣府

こども・女
性局
子育て支援
課

④国から
の助成

児童扶養手当給付
費国庫負担金

児童扶養手当の支給機関に対する国庫負担金
　スキーム：国1/3  支給機関2/3

市、福祉事
務所設置村

厚生労働
省

こども・女
性局
子育て支援
課

④国から
の助成 事業所内保育施設

設置・運営助成金
労働者のための託児施設を事業所内を設置する事業主に対して、そ
の設置、運営、増築に係る費用に対して助成

一般事業主
厚生労働
省

こども・女
性局
子育て支援
課

④国から
の助成

子育て支援等事業
補助

乳児家庭全戸訪問事業又は養育支援訪問事業、子育て短期支援、
ネットワークの機能強化に対する助成
　スキーム：国1/3  県1/3 市町村1/3

　県予算額：22,767千円

市町村 内閣府

こども・女
性局
こども家庭
課

④国から
の助成 母子家庭等自立支

援給付金事業
就業に有利な技能・資格を取得する母子家庭の母等に給付
　スキーム：国3/4　支給機関1/4

市、福祉事
務所設置村

厚生労働
省

こども・女
性局
こども家庭
課

④国から
の助成

自立支援プログラ
ム策定事業

児童扶養手当受給者の自立・就労を促進するため、個々の状況に応
じた自立支援プログラムの策定に対する支援
　スキーム：国10/10

市、福祉事
務所設置村

厚生労働
省

こども・女
性局
こども家庭
課

⑤公的団
体からの
助成 ニッセイ財団

児童・少年の健全
育成助成

地域活動の一環として定期的・継続的に実施している「子どもたち
自身が主人公となり自然体験・生活体験活動、仲間づくりや文化の
伝承活動」等の活動を行う団体に対し物品購入費用を助成
　助成金額：１団体300～600千円
　助成割合：10/10

団体等
(公財)
ニッセイ
財団

こども・女
性局
子育て支援
課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

⑤公的団
体からの
助成

ニッセイ財団
生き生きシニア活
動顕彰

高齢者が主体となって行う多世代が関わる地域貢献・社会貢献活動
に対し資金助成
　助成金額：1団体50千円
  助成割合：定額

団体等
(公財)
ニッセイ
財団

こども・女
性局
子育て支援
課

⑥アドバ
イス・相
談

児童手当、児童扶
養手当及び特別児
童扶養手当事務担
当初任者研修会

児童3手当の事務担当者を対象に制度の内容について研修を実施 － 奈良県

こども・女
性局
子育て支援
課

⑥アドバ
イス・相
談

奈良県こども・子
育て推進市町村連
絡会議

県の行動計画と市町村の行動計画を共に推進していくため、連携・
調整を図る場として、連絡会議を開催

－ 奈良県

こども・女
性局
子育て支援
課

⑥アドバ
イス・相
談

ひとり親家庭等の
自立支援関係者合
同会議

ひとり親家庭等に対する自立支援の一層の充実を図るため、母子自
立支援員、市町村母子福祉担当職員等を対象に業務遂行に必要な研
修等を実施

－ 奈良県

こども・女
性局
こども家庭
課
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